



































































































































ロールの程度 rl)oft t texenocon( ,すなわち親会社によるコントロールの強 係していることを証明した.現地側パートナーの視点を導入し,積極的な協
さ,()コントロールの焦点 oc r























































































































































取締役 (31社),国際部などの (刺)部長 (74社),国際部などの係長など 
(74社)であった.








% の所有率を有するサンプルが 1 %,5%以上 7%未満の所有率を有

するサンプルが 3 %,7%以上 9%未満を有するサンプルが 2 %で
あった. 人交流が行われている｣,｢各階層にか ､て個人間に信頼感がある｣と ｢各階




















%が 30億円以上で, この 4項目に対する回答の平均借を計算して,日中合弁企業におけるパ~
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日中合弁企業における意思決定の 14の項目について ｢完全に中国側が決 ),本論文もこの定義を採用した･中国に
める｣から ｢完全に日本側が決める｣というリッカー トの 5点尺度を用い ぉいてのアンケート調査に対する制約があり,本論文では日本側の視点から, 
ると広範に理解されているので31










た.この指標は Lee& mih (sBea
)具体的な目標として,次の項目を整理した32









07.09.C b hronacr 保 ,｢現地の廉価な労働力の確保｣,｢優秀な人材の確保｣,｢中国側の製品企
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子を ｢輸出オリエンテーション目標｣と名づける.第二国子は中国側に学習 16は明確な目標が必要であると指摘されている3 ･若者達の日本多国籍企業
する及び中国側に資源提供を期待する目標項目から構成されているので, に対するインタビュー調査でも同様な意見が聞かれた･したがって,目標の
｢学習目標｣と名づける.第三因子は中国国内市場向けの目標項目から集約 明確性は日中合弁企業の業掛 こ影響を及ぼすことが考えられる･本論文は･ 
0e0D,onnl(200)の研究を参考にして,目標の明確性について二つの項目
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分析を行った.全てのモデルにおいて ⅥF値 ( .2≦ 13)が低いので,多重
共線性が存在しないことが確認できた.
表 3によると,コントロールは,輸出オリエンテーション業績と総合業
績に対して有意な正の影響を与えている (モデル 3とモデル 5では,p< 




















ループを二つずつ細かく比較した結果 (表 5),グループ 1は最も高い総合
論文 :国際合弁企業における二重階層間題に対応するアプロー チとその効果について 107
表 4 ANOVA分析の結果
平均値 標準偏差 サンプル 平均値 標準偏差 サンプル 平均値 操車 プル偏差 サン
グループ 1 高い 高い 3,440 0.531 42 3.215 .876 42 3.464 .619 42
グループ 2 高い 低い 2.987 0.827 46 2.564 1.089 46 3.087 .843 46
グループ 3 低い 高い 3.414 0.507 51 3.268 .911 50 3.420 .558 50
グループ 4 低い 低い 2.845 0.667 74 2.515 1.134 72 2.931 .678 74 
F- auVle ll_992 8.286 8.09
表 5 グループ間の Bonferroni分析の括果
薫漬ペースとなグルー プる 総合平均値の差業菓標準偏差 ロー *Jレオリ平均値の差エンテー ション薫標準偏差漬 片山オl)エン平均値の差テ-シ∃ン帯革偏差
グループ 1 グループ Z 0.452日' 0.138 0.651‥ 0.219 0.378` 0.145
グループ 3 0.026 0.135 -0.053 0.215 0.044 0.143
グループ 4 0.595‥+ 0.125 0_699‥■ 0.199 0.533‥● 0.132
グループ 2 グループ 3 -0.427‥ ■ 0.132 -0.704暮‥ 0.210 -0.333 0.139
グループ 4 0.143 0.122 0.048 0.194 0.156 0.128 
… p<0.01,‥ pく仇05.'p<0.1
業境 (平均値 -3.44)を得たものの,グループ 3の総合業漬 (平均値 -3. 
414)と比べ有意な差が表れなかった.また,グループ 4は最も低い総合業





前節の分析の結果,仮説 2は支持され,仮説 1と仮説 3は部分的に支持
されることが確認できた.本節ではこの結果に基づいて理論的考察を加える.
まず,仮説 1では日本側の視点から,日本側によるコントロールが強け















よびグローバル生産には競争優位を持っており,E]本企業によるコントロー かに大きい :モデル 1では 
211(<0 )対 
.










































































































































































































































































































































































































































































































































































































33(72eu,'R levtemenMaMgA d fi caemyoances.i lnaitperaon
)本調査は慶鷹義塾大学高度化推進研究プロジュクトの援助を受けて実施さ
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7 企業組織に対する包際化の意義 .991榊原清則 組織科学 
